
11月の道内景況　情報連絡員レポート
原油高、原材料高の影響強く　先行き不透明

景況天気図（前年同月比）

（凡例） 30以上 10〜 29 9〜△ 10 △ 11〜△ 29 △ 30以下

　全業種の主要DIの推移では、「売上高」は回復傾向が
見られるが、「景況」「収益状況」は悪化に転じている。情
報連絡員報告によると、製造業は、先月に引き続き、原
材料の高騰による影響が続いており、原油高によるガソ
リン、灯油高騰についても引き続き、対応に苦慮してい
る。非製造業では、旅行事業が再開されるなど、自粛モー
ドも緩和され、各地の人流や消費動向に動きが見られた。
水産物を取り扱う事業者では、魚介類の仕入れや、自動
車を販売する事業者では、車輌の確保など、先の見通し
を不安視する声が聞かれた。

概 況

天気図の見方　各景況項目について調査月と前年同月を比較して、「増加」（または「好転」）したという回答（構成比）から「減
少」（または「悪化」）という回答（構成比）を差し引いた値（DI）をもとに作成。天気の表示は凡例のとおりです。

全業種 製造業 非製造業

10月 11月 前月比 10月 11月 前月比 10月 11月 前月比

業界の景況 △0.2
→

1.9
→

△1.4
→

△23.9 △24.1 △21.2 △19.4 △25.4 △26.8

売 上 高 6.1
→

△1.2
→

10.1
→

△14.1 △8.0 △18.2 △19.4 △11.9 △1.8

収 益 状 況 △8.3
→

△23.8
→

0.3
→

△23.9 △32.2 △18.2 △41.9 △27.1 △26.8

販 売 価 格 5.4
→

1.0
→

7.9
→

14.1 19.5 15.2 16.1 13.6 21.4

取 引 条 件 △1.6
→

3.2
→

△4.2
→

△7.6 △9.2 0.0 3.2 △11.9 △16.1

資 金 繰 り 5.0
→

5.5
→

4.7
→

△13.0 △8.0 △15.2 △9.7 △11.9 △7.1

雇 用 人 員 0.4
→

△0.6
→

1.0
→

△13.0 △12.6 △9.1 △9.7 △15.3 △14.3
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・公共工事に関しては年度内の物件もなくなり、次年度に向けた物件に対して準備をして
いく状態。民間工事に関しては、再開発を始め大きな物件の計画が進んでおり、それに
付随した工事も予測される。一方、地元の業者が直接受注する事は難しく、1次、2次…
の下請けという形で入っていく事が現実的であり、価格や工事範囲の交渉や人材の確保
など、諸条件を明確にした中で受注活動を行っていく事が必要。継続している課題とし
て、材料の価格の上昇や調達の時期が見込めないなど、工事の受注をする上での最終的
な金額の決定に影響を及ぼす状況が更に悪化している。常に最新の情報を取り入れて企
業運営をしていく事が今まで以上に必要である。� （電気工事／全道）

・売上高　前年同月比 29.76％減少、乗務員数　前年同月比 10.6％減少、チケット取扱高　
前年同月比 29.44％減少� （一般乗用旅客／旭川）

・宅配事業は好調を維持。チャター及び引越案件は例年の売上を維持しているがスポット

案件は減少傾向が続いている。これは「ハコベル」始めとする運送マッチングアプリを
運用する会社が勢力を伸ばし、それらを利用する企業が増加していることも影響してい
ると考えている。軽運送業界も協同組合としての運営はデジタル時代に対応していかな
ければ時代遅れとなってしまうと憂慮している。� （一般貨物自動車運送／全道）

・作物については、夏の高温少雨の影響により予想以上に作柄・量が悪く、輸送量は減少
している。一般雑貨・日用品については、低調な状況が続いていたが回復傾向にある。
しかしながら原油価格等の値上がりにより一般消費財も値上げ基調にあることから消費
の落ち込みが予想される。燃料以外の消耗品の価格も上昇しており、運賃交渉を検討し
ているが難しい状況にある。� （一般貨物自動車運送／石狩）

・燃料価格が高止まりが続き、収益を圧迫している。� （一般貨物自動車運送／苫小牧）

非製造業（建設・運輸業）

・当地における秋サケ漁は、昨年より若干の増加。しかし、低水準の漁獲量、他の地域で
の不漁の影響もあり価格高騰となったことから、当地における「買い」「加工生産」は減
少した。一方、今年好漁であるホタテの水揚げを、例年 10月末で終漁しているところ
を、11月末まで延長し、工場稼働率を高めている。なお、今年のホタテは、粒も大き
く、脂肪分も高めで良質との評価を得ている。� （水産食料品／網走）

・コロナ禍が多少落ち着いてきた矢先に原料、容器等包装資材、さらに重油価格等の値上
要件が多いが、依然景気が低迷しており製品価格を上げれる環境ではなく大変苦慮致し
ている。� （飲料／全道）

・コロナ禍による業務用関係の出荷減、大豆・小麦などの原料価格の上昇、また、原油価
格の高騰による燃料費、配送費、包装費などの値上がりで引き続き厳しい状況。特売価
格も下落傾向。� （味噌・醤油／全道）

　・味噌出荷量（道内）：単月（令和 3年 10月）　前年対比　　　　 90.5％
　　醤油出荷量（道内）：単月（令和 3年 10月）　前年対比　　　　 86.1％
　・令和 3年 1月〜 10月の道内・累計出荷量；�味噌　前年対比　　94.4％�

醤油　前年対比　　94.7％
　・令和 3年 1月〜 9月の全国・累計出荷量   ；�味噌　前年対比　　97.1％�

醤油　前年対比　 100.2％
・トドマツ原木は、製品受注が旺盛な為、地域によっては価格が上昇傾向にある。また、
国有林材の調達が出来ている工場でも不足感がある模様。市況については、保合〜強含
みで地域差がある。

　・�カラマツ原木は、製材受注が旺盛であるが、慢性的な原木不足があり、サイズによって
は非常に窮屈な状況となっている模様。今後も不足感は続く物と考えられる。また、需
要に対応仕切れていないのが現状のよう。市況については、保合〜強含みで推移。

　・製材市況は、エゾ・トドマツは、保合〜値上がりが見込まれる。カラマツは、強含み。
　・紙原料は、今のところ制約はない模様。
　・木質バイオマス原料については、順調に集荷されている模様。
　・�外材の高騰も高止まりで一服した感が見られる模様。コンテナ不足等により輸入製材
の入荷が遅れていることから道産建築材は引き合いがある模様。今後、北米材につい
ては、一服感が出ている模様で、欧州材も高止まりで推移。� （一般製材／全道）

・11月の生コン出荷量はおよそ 311千m3。（前年同月比 95.2％）

　・�地域別には、前年同月を上回った分会（協組）は 29分会（協組）中、16分会（協
組）で前年（増加は 15分会（協組））を上回った。前年同月と比較して、増加したの
は十勝地方、小樽地区、富良野地区など。一方、減少したのは札幌、苫小牧、千歳地
区などであった。� （窯業・土石製品／全道・生コン）

・釧路地域では、前年より道路・河川の維持事業や河川工事が増えており、売上全体とし
ては増加している。しかし、砂利を必要とする工事が少ないことから、砂利採取量が伸
びず、業界景気は低迷しており、砂利需要のある事業が少なく、在庫を抱えている。

� （窯業・土石製品／全道・砕石）
・コロナ感染対策を実施しながらの、様々な打合わせ、会議、会合が開催されるように
なってきました。今後の活動に良い方向に向かっている。価格に上昇について、製品代
とそれに伴う運送費が、大幅な値上げが実施されており、様々な製品の値上げの通達が
来ている状況。今後、販売価格の上昇をいかに認めてもらうかという事が重要になって
くる。また、見積ったは良いが実際に施工できるのか不安に思っているとの声が聞かれ
る。併せて、事業の継続のための、後継者問題や、従業員不足が問題となってきている。
� （窯業・土石製品／全道・ガラス）

・自動車向け銑鉄鋳物は前年同月比▲ 10％、自動車向けはプラスとなっている。原材料、
副資材が高値で推移する中、鉄材、木材の入手が困難になってきている。

　半導体の品薄で、設備更新が予定通り実施されない。� （銑鉄鋳物／全道）
・造船界の業況：新造船の市場は船価の上昇が続いて、造船所各社受注好調も鋼材や原材
料価格の高騰で、上期以上に下期は赤字幅が拡大している。

　・�組合員の業況：橋梁・陸機工事は、仕事量不足が続いているが、大型アンローダー工事の
受注で下期後半からの工場製作で仕事量が確保され先が明るい。�（金属機械工作／室蘭）

・原油の高騰などによる影響でいろいろなコスト増大、組合事業所の多くは売上が回復し
ていない。� （金属機械工作／札幌）

・印刷業界においては、紙類の値上げが複数社予定されており、コロナ禍にあって価格の
転嫁も不透明で、さらに厳しい経営環境が予想される。� （印刷／札幌）

・先月同様、今後の状況下については現状把握と共に静観しつつ、政府の景気対策案の一
環として税制改革で打ち出された法人税の控除率について有難いことであるが、単年度
の計画では当組合の中小企業は難しいと考えられる。� （家具／旭川）

製造業

・新型コロナウイルスの感染者数が減少し消費行動が回復したことから全般的に売上高は
増加している。一方で円安・原材料価格の上昇・原油価格の高騰による物流費の上昇で
原価率が大幅に上昇しており軒並み減益の状況となった。

　・�消費は回復傾向にあるが、コロナ自粛でライフスタイルや働き方が変化し需要が落ち
た商品は今後も厳しい状況が続く見込みにあり、経営戦略の変更を迫られている。

� （各種商品／札幌）
・11月に組合で、組合員オーナー食事会を開催し、外部から講師を招き、DXをテーマと
してセミナーを行った（中央会補助金利用）。なお、当日は、例年なら昼食を食べて懇親
も深めることもしていたが、持ち帰りのお弁当で対応した。各組合員においても忘年
会・新年会を実施しない会社が多い。ここ十勝の感染者は、ここ 2カ月ほど確認されて
おらず落ち着いた状況、師走となり市中も賑わいを戻しているように感じる。オミクロ
ン株の今後の広がりが懸念されているので、注視したい。� （各種商品／帯広）

・令和 3年 11月期の当組合買付高は仲卸、荷受合計で 1,218,424 千円で、先月の 10月
期実績より 47107千円ほど減少した。

　感染者数は全国的に大幅な減少を見せたものの道内では一部クラスターが発生したりと
依然予断を許さない状況である。

　毎年年末の需要を控える 11月期は全体的な需要は落ち込むが、コロナ禍のもと実需要向
けの生鮮食材流通量も鈍化傾向を見せており、外食、家庭需要ともに伸び悩んでいる実
態が顕著となった。

　来月は年末の需要期を控えるが、賞与の支払いベースも低く、最近になって次の遺伝子
型であるオミクロン株の世界的な猛威の兆候もアナウンスされており、生産需要は物流
ベースでも、扱いベースでも低迷しそうである。� （野菜・果実／道央）

・メーカー・商社より、原材料費高騰のため次年度に向け値上げ申請の話が増加。また、
LEB照明器具やブレーカー・分電盤等の金属、樹脂製品の商材供給の遅れによる未納現
場の増加が売上に影響を及ぼしている。� （電気資材／全道）

・加盟店において、赤潮被害の影響はほとんどなく、昨年に引き続きコロナの影響で売上
が低迷している状態にある。小売、飲食は若干ではあるが客足が戻り始めているも、新
種のオミクロン株拡大の懸念や消費者の外出自粛ムードが強くなることの不安が拭えな
いまま我慢の経営を続けいている。12月以降において、忘年会や新年会を行う企業があ
れば、自粛する企業もあるため、コロナ前の売上が戻ることはないと予想される。当会
のカードの利用価値を高める工夫を検討しつつ、カードホルダーの増強を図り、加盟店
への集客の一助となるべく活動を行っていく。� （各種商品／新ひだか）

・緊急事態宣言解除後、経済が一斉に動き出した感はあるが、客足にはつながっていない
様子。不漁や生産が追い付いていないことなどで、価格の高騰や品不足が起きていた。

� （各種商品／小樽）
・前年比較　物販見込：101.0％　金融：98.5％
　全国的に感染が減少している中、旭川は未だにクラスターが発生する等、警戒が続いて
いる。消費においては、前年との比較で、単価の値上がりによる燃料系の売上と食料品
の売り上げが 110％を超えたが、自動車関連が大幅に減少した。全体としては物販・金
融ともに前年並みとなったが、昨年は医療機関の相次ぐ大規模なクラスターとプレミア
ム商品券の流通の影響で一昨年比 88％まで落ち込んだ時期であったことから、依然とし
て厳しい状況が続いている。� （各種商品／旭川）

・11月は原油価格が値下がりの為、小売店の販売価格も改定された模様。収支状況は従来
と同じく量販店に影響され厳しい利益口銭で推移、利益は圧縮状態が続いています。

� （燃料小売／旭川）
・道内においては旅行事業の推進など自粛モードも緩和され、消費動向にも大きな動きが
見られ、組合員店においては業種により増減の差が激しく、女性向け商品を扱う業種に
プラスの動きがあった。先月に続きガソリン、灯油を扱う組合員店においては前年比を
大きくクリア、時計、メガネといった実用品を扱う組合員店は前年マイナスの状況。

　11月の取扱高は前年比 103％。飲食関連が前年比 130％超、旅行関連では 256％、ま
た、観光客の市内利用分も 110％。また、当社会員の市外利用も増えており、新変異株
の感染拡大が懸念されるところではあるが、このままの推移を望む。�（各種商品／釧路）

・函館朝市においては、昨年は、朝市商店街（朝市連合会）と大門商店街（都心商店街）
が主体となって採択された「GoTo商店街」の準備等々に奔走しておりました。今年は
先月同様、特にトピックスもなく、少しずつ人の出も増え始めてきているものの、消費
効果は、まだまだ見い出せていない。そんな中、函館市より新型コロナウイルスで疲弊
する地域の経済対策に年末年始に実施する商店街への販売促進事業に 1団体あたり最大

500万円の補助金が交付となり、当連合会では、年末年始のお買い物に活用していただ
くため「函館朝市プレミアム付商品券（1000円券 7枚＋ 1時間無料駐車券をプレミア
ム 40％の 7000円で販売）」を総数 2500冊販売することとなった。�（各種商品／函館）

・人流が戻ってきたことによる観光面の回復は期待される。今月については、いまだ道内
のみでの動きで、大きな物販には結びついていない。� （菓子／全道）

・原油価格は、11月に入り 1バレル当たり 80ドル台から 85ドルの間で増減していた
が、11月下旬に新型コロナウイルス感染症の新たな変異株が発生したことに伴う景気の
先行き懸念から、一気に 10ドル近く下落した。

　・�こうした中、SSにおけるガソリン価格は高止まりの状態が続いているほか、灯油も昨
年に比べ大幅な価格上昇となっている。一方、安値市況が続く一部激戦地では、地場
中小零細企業の経営は引き続き厳しい状況。

　・�また、全国ベースでのガソリン販売量を見ると、依然としてコロナ前の状況に回復し
ていない。石油製品の店頭価格は、ガソリン、灯油とも相当高い水準にあることか
ら、消費者の買い控え等による減販により、石油販売事業者の利益減少が懸念される。
� （燃料／全道）

・水産品の入荷が悪く、年末に向けて、マグロ、エビ、カニ、ホタテ、サケ等の価格が高騰
し、昨年の2倍以上の価格になっており、利益も少ない状況である。�（各種食料品／道央）

・売上高対前年比 104.7％の実績
　・�青果物の売上は全体の 5％程度のウエイトであるが、相乗効果があり、売上の底上げ
に寄与している。� （野菜・果実／札幌）

・11月は、コロナ感染も収まり、地元客、観光客も増加した。しかし、魚介類の高騰が大
きく影響している。地元大学生が、地元の生産者や料理関係者と連携し期間限定で食堂
を開店し、好評を得ている。地域ローカル FMのサテライト広場が期間限定で設置さ
れ、久々にイベントを開催。先月に引き続き、催事販売を行い、行列が出来るほどの大
好評であった。来店客にはマスクの着用、出入り口にはアルコール消毒を設置し、館内
放送にてお願いをし、定期的に出入り口を開放し、換気対策を実施している。飲食店を
除き、店内での飲酒を禁止し長時間の滞在を防ぐようにお願いをしている。

　尚、店内のお客様が利用したテーブルには、飛沫対策のアクリル板を設置し、テーブル
やイスはこまめにアルコール消毒を実施している。� （鮮魚／釧路）

・小売りの販売単価が少々上がっている。
　・�商品自動車が減少しているため、販売車輌の確保に苦労している。�（中古自動車／全道）
・自転車は販売、修理ともほぼ終了。除雪機を扱っているお店は札幌近郊は雪が遅かった
ので動き出しが低調だが、道北は突然の大雪で、点検・修理に追われている。

� （自転車・自動車／全道）
・百貨店の 10月売上高は、3億 7千万円（前年同月比 7.0％増）昨年中止した催事開催に
より来店者の増加につながった。11月共通駐車券の利用は、前年同月比 97.8％、買物
共通バス券は、前年同月比 27.9％。管内新規感染者ゼロは続いているが、飲食店はまだ
まだ厳しい状況が続いている。� （商店街／帯広）

・先月同様、11月はGOTOトラベルと町の宿泊支援事業の相乗効果による集客増のた
め、全体の入込数は減少。道民割とおとふけ割、平日の無料送迎バスプランにより道内
客は昨年実績に近い集客があったが、道外客は昨対 6割にとどまる結果となった。
GOTO再開を望む。� （旅館／十勝）

・コロナ感染者の新規感染者数は大幅に減少しているが、新たな変異株感染も報道されて
きている中、不安は大きい。日常の衛生管理は、今まで通り徹底していく。また、営業
用燃料の重油が高止まりのような状況、入浴客の減少に加え燃料の高騰は浴場にとって
は負担が大きい。� （公衆浴場／全道）

・働き方改革が道内の企業でも進み、テレワークを取り入れての通勤時間の削減や残業時
間の減少に取り組む企業が増加しているが、新型コロナウィルス禍でさらに広がってき
た。従来のような面談での営業活動が難しくなった企業は、ネットショップの開設や
メール営業で売上げを確保しつつ、DX化で業務の効率化を進めて生産性を高める方向
に舵を切り始めている。しかし、道内中小企業の多くは社内に IT 人材が極めて少ないこ
とから、道内の中小システム開発 IT 企業が、企業のシステム開発を丸ごと請負ってDX
化やクラウド化を進める新規事業が出始めている。従来は、システム開発の丸投げに対
するリスクや批判があったが、相互の信用・信頼をベースにして、異業種企業を数社請
負えば長期にわたって安定した収益を確保できる。企業側も IT 人材を採用する手間が省
けて事業拡大に資源を集中でき、コスト削減にもつながる。� （ソフトウェア／全道）

非製造業（卸・小売・商店街・サービス業）
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